様式第３（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文書番号
学校教育設備整備費等補助金交付決定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助事業者名）
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のあった令和　　年度学校教育設備整備等補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定により次のとおり交付することに決定したので同法第８条の規定により通知します。
　　令和　　年　　月　　日
（都道府県知事名）
１　この補助金の交付の対象となる事業は、令和　　年　　月　　日付け　　　　
第　　　　号で申請のあった「学校教育設備整備費等補助金」とし、その内容は、申請書記載の事業計画書のとおりとする。
２　補助対象経費及び補助金額は次のとおりとする。ただし補助事業内容の変更に
より補助対象経費が変更された場合における補助金額については、別に通知するところによるものとする。
　　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　　補助金額　　　　　　　　　　　　　円
３　補助対象経費の区分ごとの補助対象経費の配分及びこれに対応する補助金額は
次のとおりとする。
	　
　
　
　
　

	補  　助　　区　　分
	補助対象経費
	補助金額

	
	　高等学校産業教育設備整備費
	               円
	               円

	
	
	高等学校産業教育設備整備費
	
	

	
	  特別支援教育設備整備費等補助
	
	

	
	 　
 　

	特別支援教育設備整備事業
	
	

	
	
	最新の情報機器等整備事業
	
	

	
	
	学校安全設備整備事業
	
	

	
	
	小計
	
	

	
	               計
	
	


４　補助事業は、令和　年３月３１日までに完了しなければならない。
５　補助金の確定額は配分された補助対象経費の区分ごとの実支出額に各補助事業　ごとの次の補助率を乗じて得た額（１，０００円未満の端数は切り捨てるものと　する）と補助金額とのいずれか低い額とする。
　　（１）高等学校産業教育設備整備費補助
　　　　　高等学校産業教育設備整備費にあっては、１／３
　　　　（沖縄にあっては６／１０）
　　（２）特別支援教育設備整備費等
          特別支援教育設備整備事業、最新の情報機器等整備事業、学校安全設備　　　　　整備事業にあっては、１／２
６　補助事業者は、適正化法、同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）、学校教育設備整備費等補助金交付要綱並びに高等学校産業教育設備整備費補助においては産業教育振興法（昭和２６年法律第２２８号）、同法施行令（昭和２７年政令第４０５号）及び同法施行規則（昭和５１年文部省令第３６号）に従わなければならない。    　
【本件担当者連絡先】
                                    担当課名：
                                    電話番号：
                                    Eメール：
